（様式１）

　　　　　　　　設計委託業務設計担当者届　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日

三 木 市 長 様

                                  受託者　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  氏名　　　　　　　　　　      印
委託業務名

委託期間　　　　　　　　　自　　　   令和　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　至　　　   令和　　　年　　　月　　　日

　上記の監理委託業務について、下記の者を委託業務設計担当者として定めましたので略歴書を添付のうえ届出ます。なお、会社経歴書は別添のとおりです。

記

委託業務設計担当者氏名

	担 当 業 務 区 分
	設 計 担 当 者 氏 名

	総       括
	

	建 築 意 匠
	

	
	

	建 築 構 造
	

	
	

	電 気 設 備
	

	機 械 設 備
	

	
	

	積       算
	


                                                            (提出部数　　2部)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式2）

略　　歴　　書

	氏　　　名
	
	生 年 月 日
	S・H　　年　　月　　日

	現　住　所
	
	最 終 学 歴
	


資　　　格

	.     .
	

	.     .
	


職　　　歴

	.     .
	

	.     .
	

	.     .
	


主 な 設 計 業 務 歴

	.     .
	

	.     .
	

	.     .
	

	.     .
	

	.     .
	


上記のとおり相違ありません。

令和　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受託者  氏名　　　　　  　　　　　　印　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（提出部数　　2部）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式3）

設 計 業 務 協 力 事 務 所 承 諾 願

　令和　　　年　　　月　　　日

三　木　市　長　様

                                    受託者　住所

　　　　                                    氏名　　　　　　　　　　        　印

受託業務名

　上記の設計委託業務について、委託業務の一部を下記協力事務所に委託することについて、ご承諾を願います。なお、協力事務所の会社略歴書は別添のとおりです。

記

	事  務  所  名
	代 表 者 名
	協  力  業  務
	備    考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


承　　諾　　書

設計委託業務の一部を協力事務所に委託することについて承諾します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三木市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（提出部数　3部）

提 出 書 類 等 記 入 要 領

〇　設計委託業務設計担当者届

1． 総括担当者を必ず明記すること。

2． 複数の業務の担当を兼ねることができる。

〇　同上略歴書

1． 最終学歴欄には学科名まで記載のこと。

2． 雇用関係を証明する書類（健康保険証の写し等）を添付すること。

3． 資格欄には担当する業務に必要な資格のみ記載すること。

4． 職歴欄には、受託会社も含め、新しいものを３つ記載すること。

5． 主な業務歴には、本人が主として担当したもののみを記載すること。

〇　受託者の会社経歴書　（様式自由）

1． 受託者の会社と資本、人事面等において関連のある建設会社がある場合は、会社経歴書にその内容と建設会社名を明記すること。

資本、人事面等において関連のある建設業者とは、以下に示すものとする。

(1) 受託者の会社の発行済株式総数の過半の株式を有する建設業者。

(2) 受託者の会社の発行済株式の出資の総額の過半の出資をしている建設業者。

(3) 受託者の会社の発行済株式総数又は出資額において、他の株主又は出資者よりも特に抜きんでて株式を有し又は出資している建設業者。

(4) 受託者の会社の代表権を有する役員が、建設業者の代表権を有する役員を兼ねている場合の当該建設業者。

(5) 受託者の会社と建設業者との間において、特別な提携関係がある場合の当該建設業者。

〇　設計業務協力事務所承諾願

1． 本市より委託した業務の一部を協力業者に再委託する場合のみ提出すること。

2． 本市より委託した業務の全てを再委託することはできない。

3． 一部再委託の場合においても、設計委託業務担当者届に記載された受託者の会社の担当者が総括すること。

4． 承諾を得ようとする協力事務所と資本、人事面等において関連のある建設業者がある場合は、協力事務所の会社略歴書にその内容と建設業者名を明記すること
